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そして、2012年4月からは IPAが情報ハブ（集約点）となり、参加企業との情報共有を主軸にしたJ-CSIP
の運用を開始、2012年7月以降、電力、ガス、石油、化学の各業界にも運用対象を拡張し、2013年4月現

在、5業界、39組織での運用を行っています。 
また、複数業界がJ-CSIPに参画したことを受け、2012年10月からは、業界内の情報共有だけでなく、

業界間での情報共有を開始しています。 

 
 
 
 
これまでのJ-CSIPの運用により、参加組織において以下の様な成果がありました。 
（1） 業界を狙った同一もしくは類似の攻撃が行われていることを組織間で相互に共有し、対策に寄与し

た。 
（2） NDA下での情報管理を前提とし、また、情報の匿名化などの情報共有ルールを適用することで、

情報の共有可否に対する迅速な判断と、詳細な内容の情報共有を可能とした。 
（3） 複数組織に行われた攻撃間の相関についての分析結果を共有することにより、今後想定される攻撃

に対する各組織での対策立案に繋がった。 
これにより、例えば、共有情報をヒントに、発見できていなかったウイルス付き攻撃メールを見つけ出し、

被害発生前の駆除に成功したり、ウイルスによって発生する不正通信の接続先情報を活用して、各組織にお

ける通信遮断策へ反映されたりした、などの効果がありました。 
 
 IPAは、今後もJ-CSIPの取組みを継続し、サイバー攻撃や脅威の発見、被害の予防、被害の拡大・再発

防止を推進するとともに、適用業界の拡張、参加組織の増加を目指します。 

■ 本件に関するお問い合わせ先 
IPA 技術本部 セキュリティセンター 金野／松坂 
Tel: 03-5978-7527 Fax: 03-5978-7518 E-mail: isec-info@ipa.go.jp 
■ 報道関係からのお問い合わせ先 
IPA 戦略企画部 広報グループ 横山／白石 
Tel: 03-5978-7503 Fax: 03-5978-7510 E-mail: pr-inq@ipa.go.jp 


